






























































































































































































































































































































































































































たちのことを決めないで（“Nothing about us without 
us”）」というスローガンを体現する近道であると考え
られる。しかし、知的障がいのある人は、“自分の受け
たいサービスや支援の計画を自分で作った”といった
実感を持つことができているだろうか。計画を作ると
いう表現でなくても、例えば、“自分のことを話し合っ
13　『平成10年度東京都障害者ケアサービス体制整備検討委員会報告
書』1999年3月
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ているようだ”、“自分の支援者が集まっているのだ”
といったような感覚を持っているだろうか。支援者側
も、知的障がいのある人が主体的に自分の生活を組み
立てられるように支援することを、どれくらい意識し
ているだろうか。
知的障がいのある人が自ら“自分の支援計画づくり
に自分も参画したい”と明確に表明できない場合、支
援者の側から“参画”への環境設定をするなどの行動
を起こさなければ参画できないとしたら、支援の場に
おける「土壌」の問題を指摘しなければならないだろう。
「土壌」の問題を指摘するには、わが国の知的障がい者
施策とその理念を振り返る必要がある。
わが国の知的障がい者施策は、先行研究が述べてい
る通り、その時その時の政権や財政状況に影響を受け、
知的障がい者も地域で生活することを支えようとする
「理念」と施策の実際に矛盾が生じている。それは、「ノー
マライゼーション」の理念のもと、地域生活を目的と
しながら、入所施設を拡大してきたことから導き出す
ことができる。1993年、障がい者の自立と社会参加の
促進を図るため、心身障害者対策基本法は障害者基本
法に改められた。1995年の「障害者プラン」14 において
は、施策の第一の視点として「地域で共に生活するた
めに」が掲げられ、「ノーマライゼーションの理念の実
現に向けて、障害のある人々が社会の構成員として地
域のなかで共に生活が送れるように、ライフステージ
の各段階で、住まいや働く場ないし活動の場や必要な
保健福祉サービスが的確に提供される体制を確立する」
とされた。次に1997年の「今後の障害保健福祉施策の
在り方について」15 では、基本理念として、「１. 障害者
の自立と社会経済活動への参画の支援、２. 主体性・選
択性の尊重、３．地域での支え合い」となった。そし
て1999年の社会福祉基礎構造改革後、2003年の支援費制
度の導入により、「ノーマライゼーションの理念を実現
14　厚生労働省（2010）「障害者プランの概要」
http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/plan.html　2014.12.30
15　厚生労働省（2000）「今後の障害保健福祉施策の在り方について」
http://www1.mhlw.go.jp/shingi/txt/s1209-1.txt　2014.12.30
するため、これまで、行政が『行政処分』として障害
者サービスを決定してきた『措置制度』を改め、障害
者がサービスを選択し、サービスの利用者とサービス
を提供する施設・事業者とが対等の関係に立って、契
約に基づきサービスを利用するという新たな制度（『支
援費制度』）とするもの16」に移行した。「支援費制度の
下では、障害者がサービスを選択することができ、障
害者の自己決定が尊重されるとともに、利用者と施設・
事業者が直接かつ対等の関係に立つことにより、利用
者本位のサービスが提供されるようになることが期待
される」17 こととなった。2004年には障害者基本法が改
正され、施策の基本方針として「障害者の自主性が充
分に尊重され、かつ、障害者が、可能な限り、地域に
おいて自立した日常生活を営むことができるよう配慮
されなければならない」（第8条第2項）とした。これ
は、「社会福祉基礎構造改革の議論の中で『選べること』、
『地域で暮らすこと』をとくに書きこんだもの」であ
る18。2006年の障害者自立支援法では、その第1条にお
いて、「この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律
第八十四号）の基本的理念にのっとり、（中略）その他
障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障
害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自
立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行
い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとと
もに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個
性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実
現に寄与すること」19を目的とした。そして、2012年の
障害者総合支援法では「法に基づく日常生活・社会生
活の支援が、共生社会を実現するため、社会参加の機
16　厚生労働省（2001）「支援費制度Q＆A集」
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/syakai/sienhi/qa.html　
2014.12.30
17　脚注４に同じ。
18　DPI日本会議編「最初の一歩だ！改正障害者基本法―地域から変え
ていこう―」解放出版社　P11参照。
19　厚生労働省（2009）「障害者自立支援法」
http://www.mhlw.go.jp/topics/2005/02/tp0214-1c1.html　2014.12.30
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会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除
去に資するよう、総合的かつ計画的に行われること20」
を法律の基本理念として新たに掲げられた。
しかしその一方で、「1970年代には、各都道府県での
コロニー設立政策（入所施設群を同一地域に設立し、一
貫したケアをする政策）」（小澤 2013）が推進されていき、
世界的には入所施設を解体・縮小していった中、わが
国では直線的に施設の数を増やしていくこととなった。
このように、わが国の知的障がい者施策の理念は「入
所施設の整備と地域福祉サービスの整備という理念的
に相反する2つの施策を同時に推進させることになっ
た」（小澤 2013）といえる。そして、施策を通しての現
場レベルの支援においては、どのような理念をもつべ
きか、どのような発想の転換がなされるべきかを明確
に浸透させてこなかった、といえるのではないだろう
か。つまり、支援者にとってみれば、知的障がい者が「『更
生』可能な者に対しては訓練・指導を、そして、その
望みが薄い者に対しては『発生予防』と『隔離収容』」
（杉本　2008）が必要な者ではなく、障がいの程度に限
らず、親の家庭や施設を出て、地域において必要な支
援を得ながら自分らしく生活することが可能な存在価
値のある人びとだということについて、発想を転換す
る必要があるという議論が求められていたのではない
かと思われる。施設の地域性や組織の独自性などを尊
重することも必要だが、知的障がい者の地域生活の重
要性を掲げながら、結果的に入所型施設の増大をした
わが国の施策からは、知的障がい者本人を主体にした
支援とはどういうものか、具体的にはなかなか見出す
ことが難しいといえる。杉本（2008）は「これは戦後
日本の障害者施策（あらゆる政策がそうだとも言えま
す）の歴史の特徴の一つですが、法制度における理念・
目的規定と実体規定の甚だしい食い違いということで
20　厚生労働省（2012）
「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ず
るための関係法律の整備に関する法律について」
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/
shougaishahukushi/sougoushien/dl/sougoushie　n-06.pdf　2014.12.30
す。法制度・施策は政策理念を実体化するために制定・
実施されるものであるはずですが、日本においてはま
ず、その時々の政治・財政状況によって、あるいは選
挙対策として、障害者や関係者の要求に応えるかのよ
うなあれこれの施策が思いつきのように打ち出され、
そこにもっともらしい政策理念が付け加えられるので
す」と述べている。財政的余裕に支えられていた頃には、
コロニーのような大規模施設を次々とつくり、財政が
逼迫すると、施設拡充政策から在宅福祉政策を推進す
ることになったのである。
こうしたことの積み重ねが、組織や立場によって、
知的障がい者の地域生活支援の課題や知的障がい者本
人が参画することの意義についての考え方に大きな違
いを生み出したのではないかと考えられる。
第２節　参画の実現に向けて
わが国における知的障がい者施策が2つの相反する理
念を有していたことにより、運営組織・地域性・支援
者個人が抱いている支援の方向性や価値観に、大きな
違いを生み出したと考えられる。そのために、“知的
障がい者が主体的に参画すること”の意義についても、
支援者と支援者の属する組織によってばらつきが見ら
れる。こうしたことから、「理論」より「実践」が重要
とみなされる「土壌」にもなったのではないだろうか。
日本ソーシャルワーカー協会の倫理綱領においては、
ソーシャルワーカーの価値として第一番目に「すべて
の人間を、出自、人種、性別、年齢、身体的精神的状況、
宗教的文化的背景、社会的地位、 経済状況等の違いにか
かわらず、かけがえのない存在として尊重する」こと
を挙げている21。知的障がい・身体障がい・重症心身障
がいといった障がいの背景や障がいの程度に関係なく、
また認知症の高齢者であっても、すべてである。社会
福祉に携わる支援者は、「すべてかけがえのない存在」
21　NPO法人日本ソーシャルワーカー協会（2005）
http://www.jasw.jp/rinri/rinri.html　2014.12.30
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として人間を尊重する立場をとっている。そして、価
値とは“何かの真価”、または“何か望まれるもの”と
考えられている。平塚（2004）は、価値の定義につい
て「私たちが見るある対象に対して、どのような望ま
しさを意識するかということなのである」と述べている。
このように「どのような望ましさ」を実際の支援の
理念、もしくはその組織の理念とするのか、そしてそ
の理念をどのように「土壌」に浸透させていくかは重
要であろう。
清水（2008）は、重症心身障がいのある人の活動拠点
となっている生活介護事業所に通所する彼らを指して
「要援護者の対象などでは到底あり得ず、むしろ人間の
可能性に向けての希望を、この関係世界の中でつむぎ
出していく、とてつもなく価値的な失うわけにはいか
ない存在としてそこに『居る』のである。そして今こ
こに居てくれるその一人ひとりを、その価値的存在を、
私たちの社会が認識し位置づけ、含みこんでいく努力
をすることにより、私たちはその存在の力を得て、共々
のより豊かな地域社会を創造していくことが可能とな
ると確信するに至っている。障害者福祉の展開とは、（中
略）この人たちを主人公に新しい暮らしを創りあげて
いく、創造的で生産的な営みを共にすすめていくこと
だとしか言い表し様がない。地域の中にこの人たちが
「居る」ことにより関わりが生まれ、様々な市民の営み
に参画していく（註：下線、筆者）、あるいはまわりを
巻き込み新しい営みを生み出していく、そんなこの人
たちの『はたらき』が、地域社会の中に新たな価値観
をもたらし、連帯と活力を生むことをすでに実感して
しまっている」と述べ、それはまさに、法や施策の理
念を飛び越えた、揺るがない“価値”として、その実
践の「土壌」となっている。そのため、運営組織が掲
げる「基本理念」は、そこで実践される支援の根幹を
なすものといえるだろう。
このような「土壌」がある支援の場においては、計
画策定過程で知的障がいのある本人が参画することが、
ミクロな部分では、本人の主体性に対してエンパワメ
ントする自己決定力が強化され、メゾな部分では、本
人を取り巻く家族や支援者を成長させ、マクロな部分
では社会資源の創出につながり、法改正や社会変革が
成立しやすいのではないだろうか。
支援計画策定のプロセスに本人が参画することは、
支援者と対等な立場に立つ協働関係、いわゆるパート
ナーシップによって、相互関係を築き、情報と理解の
共有化を図り、より質の高い支援を提供する活動を展
開することができるということである。そして、活動
のすべての過程に参画していくことは、主体的に自ら
の生活課題を解決していく力を高めるだけでなく、社
会的支援体制や社会環境のあり方を変革していく力を
醸成していくことにもつながるという意義がある。知
的障がいの分野では、意思表出の難しい人たちの潜在
化した問題やニーズを顕在化させ、具現化することが
求められる。本人を出発点とするアセスメントを「真
の声」ととらえ、そこから自己志向を感じ取る（気づ
きの）豊かな感受性や深い洞察力といった能力が支援
者には必要である。これは、「ソーシャルワーカーつま
り社会福祉専門職が他の専門職と異なる点がある。他
の専門職は、『できる・できない』という基準（軸）を持っ
ている。しかし社会福祉専門職はそれに加えて『見える・
見えない』という基準（軸）を持っているのである。」（秋
山2004）といえる。また、本人の視点に立ち、自己決定・
自己選択を支援していく権利擁護の機能も重要な役割
である。日常生活のなかで、その人固有のコミュニケー
ション手段やサインにより示される本人の希望や意見
に気づき、主体的な活動について、本人の意向を尊重
しながらその発展を見守りまたは支援していくことが
大切である。よって、常日頃からの日常的な関わりを
通して、言語的・非言語的に関わらず相手のニーズを
理解するコミュニケーション能力、対人関係の適切な
距離のとり方等、学習や経験によって身につけること
が必要である。
支援者が本当の意味で本人の側に立ち、そこを起点
として実践を展開できるか。今問われているのは、ソー
シャルワークが拠って立つその本質たる価値であり、
それを実践するための知識と技術であり、そして、支
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援者の姿勢である。
本論では、支援計画策定過程における本人参画の意
義について論じてきたが、ここで明確にしなければな
らないのは、参加していれば良いというものではなく、
主体的に関わる「参画」をすることが重要ということ
である。
このように、障がいのある人が主体的に「参画」す
ることは重要であるという価値観や支援を行なう上で
の（ソーシャルワークの）理念は、支援の実際にどの
ように受け継がれ、支援者間において浸透していくの
か、支援者の力量や人柄という説明だけでは済まされ
ない要因があると考えられる。
よって、本人が主体となるように形式的な「参加」
の段階からレベルをあげ、合理的配慮を提供し、「参画」
をすることが実現可能となる環境整備とその方法を確
立すること、その背景にある望ましい価値観や理念が
支援の実際にどのように浸透していくのか、その要因
を探ることが今後の課題となろう。
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